
江東区及び社会福祉協議会における連携体制について

１．支援を必要とする者に対する、区における連携体制

№ 会議名 主催者 参加者数 参加者 主な議題 開催頻度 個人情報の共有

1 江東区居住支援協議会 住宅課住宅指導係
23名程度（うち江東区は部長級５
名・課長級6名・事務局4名程度）

民間事業者団体、公的賃貸住宅事業者、社会福
祉協議会、東京都、長寿応援課、地域ケア推進
課、障害者施設課、障害者支援課、保護第一
課、こども家庭支援課

住宅確保要配慮者へのお部屋探しサ
ポート事業の利用状況について、居住
支援セミナーの実施状況について、障
害者に対する住居入居等支援事業につ
いて、等

年1回（2月）

2
地域自立支援協議会専門部
会（精神部会）

障害者支援課
相談支援担当

30名程度

精神障害者通所施設、地域活動支援センター、
グループホーム、ハローワーク木場、権利擁護
センター、訪問看護ステーション、精神科医療
機関、都立精神保健福祉センター、保護一課、
保護二課、保健所、保健相談所、障害者支援課

・長期入院患者の地域移行
・地域生活を支える仕組みを考える。
・制度や施設紹介の普及

年3回程度

3
地域自立支援協議会専門部
会（地域生活支援部会）

障害者支援課
愛の手帳相談係

18名程度
障害者通所施設、居宅介護事業所、地域活動支
援センター、児童発達支援施設、知的障害者相
談員、障害者施策課

障害のある方の地域生活を支えるため
の相談体制について
・災害時緊急対応
・基幹相談支援センターの設置

年3回程度

4
地域自立支援協議会専門部
会（就労支援部会）

障害者支援課
就労支援担当

20名程度

社会福祉法人（障害者通所施設）、江東通勤
寮、城東地域生活支援センター、ハローワーク
木場、江東特別支援学校、江東区障害者福祉セ
ンター、就労移行支援事業所、民間企業

・障害者の就労支援について
・障害者の就労定着支援について

年3回程度 〇

5
地域自立支援協議会専門部
会（児童部会）

障害者支援課
在宅生活相談係

30名程度

江東区障害児通所事業所、南砂子ども家庭支援
センター、特別支援学校、医療機関、保健相談
所、保育計画課、保育課、学務課、教育支援
課、地域教育課、障害者支援課、障害者施策課

障害児の支援について
・発達障害児の支援
・家庭支援
・医療的ケア児の支援

発達障害児ワーキンググ
ループ　2回
家庭支援ワーキンググ
ループ　2回
医療的ケア児ワーキング
グループ　2回

6
地域自立支援協議会専門部
会（権利擁護部会）

障害者支援課
相談支援担当

20名程度

権利擁護センター、地域活動支援センター、東
京社会福祉会、障害児・者施設、弁護士、介護
事業所、障害者相談支援専門員、医療機関、障
害者団体、難病団体、人権擁護委員、地域ケア
推進課、障害者支援課、障害者施策課

障害者の権利擁護について
年5回程度

7
江東区児童通所事業所連絡
会

障害者支援課
在宅生活相談係

40名程度 江東区障害児通所事業所、障害者支援課
児童通所（児童発達支援、放課後デー
サービス）通所事業者の連絡会、意見
交換、事例研究

年2回

8
江東区医療的ケア児支援連
携会議

障害者支援課
在宅生活相談係

23名

医療機関（医師、歯科医師、薬剤師、看護師、
ＳＷ）、児童発達支援事業所、居宅介護事業
所、墨東特別支援学校、健康推進課、保育計画
課、教育支援課、地域教育課、保健相談所、障
害者施策課、障害者支援課

医療的ケア児の支援について 年2回程度

9 ケース会議
主に計画相談支援
事業所の相談支援
専門員

3～7名程度
相談支援専門員、居宅介護事業所、障害者通所
施設、児童相談所、保護課、こども家庭支援
課、障害者支援課、学校関係者等

障害福祉サービス利用者の支援方針等
に関する検討。利用者の支援の関係機
関を必要に応じて招集。主に支援困
難、虐待に関する事例が多い。

随時
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№ 会議名 主催者 参加者数 参加者 主な議題 開催頻度 個人情報の共有

10 地域自立支援協議会
障害者施策課
施策推進係

18名
保健予防課、教育支援課、ハローワーク、障害
福祉サービス事業所等

専門部会からの報告や提案を受け、協
議会としての意思決定や確認を行う。
障害者計画等の策定時には意見具申を
行う。

年2回

11 個別ケース会議 各保健相談所 ケースにより関係者複数名
関係機関複数（ケースにより異なる）障害者支
援課、福祉事務所、地域ケア推進課、養育支援
課、あんしん江東、外部機関他

個別ケースの支援方針、情報共有、役
割確認など

必要時（不定期） 〇

12
措置入院者退院後支援事例
検討会

各保健相談所 15名～20名程度
各保健相談所、障害者支援課、保健予防課、医
師等

退院後支援に関する事例検討。経過・
病状の確認、ケースの支援方針、事業
評価に関する事項など検討、共有す
る。

12回 〇

13 1・6心理相談運営会議 各保健相談所 10人程度 こども発達センターCoCo、他外部療育機関
利用者の情報共有と支援方針の確認、
事業の評価

4回 〇

14 地区母子連絡会 各保健相談所 15名～25名程度
養育支援課・子ども家庭支援センター・児童
館・医療機関・新生児訪問指導員等

4回

15
被災者支援従事者スタッフ
会議

深川南部保健相談
所

25名
医師・深川保健相談所・城東保健相談所・城東
南部保険相談所・予防課・健康推進課・子ども
家庭支援課・危機管理課・新宿区

実施体制確保、サービス提供指針、事
業評価に関する事項

1回 〇

16 酒害相談運営会議 各保健相談所 10名程度 医師・ＰＳＷ等　年度により保護課等 〃 4回 〇

17 生活教室運営会議 各保健相談所 10名程度
医師・ＰＳＷ等　年度により障害者支援課・保
護課等

〃 4回 〇

18 難病事業連絡会 各保健相談所 10名程度 医師・PT・Ns等 〃 4回 〇

19 子育て相談運営会議 各保健相談所 10名程度 心理相談員 〃 4回 〇

20 こころの発達運営会議 各保健相談所 10名程度 心理判定員・療育機関等 〃 4回 〇

21 各担当者会議 各保健相談所 内容により複数名
内容により、各保健相談所、保健予防課、健康
推進課、障害者支援課等

母子・精神・難病等各分野に関する、
事業内容や課題についての検討や統計
のまとめなど

必要時（不定期）

22
江東区女性に対する暴力問
題連絡会議及び実務者会議

男女共同参画推進
センター

38名

危機管理課、区民課、地域ケア推進課、障害者
支援課、医療保険課、保護第一課、保護第二
課、保健予防課、保健相談所、子育て支援課、
指導室、深川警察署・城東警察署・湾岸警察署

各課ＤＶ件数や、相談事例の共有 年3回

23 相談員連携会議
男女共同参画推進
センター

7名程度 保護第一課、保護第二課、男女共同参画相談員 役割の確認・共有等 年1回 〇

24
個別課題検討型地域ケア会
議

長寿サポートセン
ター

10～15名程度
地域ケア推進課、長寿サポートセンター、介護
事業関係者、民生、町会・自治会　等（ケース
による）

個別ケースの支援を通した地域支援
ネットワークの構築、地域課題の発
見・把握　等

長寿サポートセンター
（区内21か所）ごと、年
1回以上

〇

25
地域課題検討型地域ケア会
議

地域ケア推進課包
括推進係

10～30名程度
地域ケア推進課、長寿サポートセンター　等
（課題による）

地域に共通した課題の明確化、地域づ
くり・資源開発の検討　等

区内を4ブロック程度に
分け、各ブロックごと年
1回

26
地域包括支援センター運営
協議会（政策提言型地域ケ
ア会議）

地域ケア推進課包
括推進係

40名程度
地域ケア推進課、長寿サポートセンター、外部
委員（学識、三師会、介護事業関係者）

地域包括支援センターの公正・中立性
の確保、円滑かつ適切な運営・政策形
成、地域課題解決に必要な地域づくり

年2～3回

27 地域包括ケア全体会議
地域ケア推進課包
括推進係

50名程度
地域ケア推進課、関係課（福祉、障害、健康、
医療）、三師会、介護事業関係者、民生、町
会・自治会、長寿サポートセンター　等

地域包括ケアシステム理念の普及、多
職種連携、政策形成、地域課題解決に
必要な地域づくり・資源開発、ケア計
画等への反映　等

年2回程度

28

多職種連携意見交換会（警
察署・医療機関・保健相談
所・保護課・障害者支援課
等）
※それぞれと実施

地域ケア推進課包
括推進係

20～60名程度
地域ケア推進課、長寿サポートセンター、連携
先関係者

高齢者対応における関係機関の連携 各連携先と年1回程度
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№ 会議名 主催者 参加者数 参加者 主な議題 開催頻度 個人情報の共有

29 個別ケース会議
地域ケア推進課
（ケースによる）

ケースによる
地域ケア推進課、長寿サポートセンター、関係
課（保健相談所、保護課等）

個別ケースの支援方針について、役割
の確認・共有、等

不定期 〇

30 福祉サービス向上委員会
地域ケア推進課権
利擁護係

50名程度

地域ケア推進課、関係課（福祉、障害、健
康）、長寿サポートセンター、権利擁護セン
ター、外部委員（弁護士、司法書士、医師、社
会福祉士）

福祉サービスに関する解決困難な苦情
及び相談について、専門的な立場から
の意見を得ることによって、福祉サー
ビスの質の向上を図る

年1回程度

31
江東区成年後見制度利用促
進協議会

地域ケア推進課権
利擁護係

20名程度

地域ケア推進課、関係課（福祉、障害、健
康）、権利擁護センター、外部委員（弁護士、
司法書士、医師、社会福祉士、高齢者支援機
関、障害者支援機関、民生委員、成年後見制度
推進機関）

成年後見等の支援チームに対し、法律
や福祉の専門職団体や関係機関が必要
な支援を行えるよう、地域の専門職団
体や関係機関の連携強化や情報共有を
行う

年2回程度

32 支援方針検討会議
地域ケア推進課権
利擁護係

10名程度

地域ケア推進課、関係課（福祉、障害、健
康）、権利擁護センター、外部委員（弁護士、
司法書士、社会福祉士、高齢者支援機関、障害
者支援機）

成年後見等の支援チームが抱える課題
について、法律や福祉の専門知識を持
つ委員からの助言や意見を集約し、支
援チームにフィードバックする

毎月

33
特別支援保育対象児童認定
会議

保育計画課運営指
導係

20名程度 障害者支援課、保育課 特別支援保育対象児童の認定について
不定期（年1回以上。申
請状況に応じて適宜）

〇

34
江東区特別支援児保育所等
入所検討委員会

保育計画課運営指
導係

20名程度 障害者支援課、保育課
特別支援児の集団保育の適否及び保育
所等への入所後の処遇について

不定期（年1回以上。申
請状況に応じて適宜）

〇

35
要保護児童対策地域協議会
個別ケース会議

養育支援課養育支
援係

ケースにより3名～20名
福祉事務所、保健相談所、障害者支援課、児童
相談所、医療機関等

個別の要保護要支援児童に直接関わる
担当者による支援会議
情報・支援方針共有、各関係機関の役
割を理解と確認

不定期
令和4年度159回

〇

36
要保護児童対策地域協議会
代表者会議

養育支援課養育支
援係

50～70名

要保護児童対策地域協議会構成機関の代表者
（庁内関係課長、区内幼稚園・小学校・中学
校・特別支援学校の代表者、東京都江東児童相
談所長、区内3警察署長、都立東部療育セン
ター院長、都立墨東病院虐待対策検討会委員
長、社会福祉協議会事務局長、子どもの虐待防
止センター理事長、江東区医師会会長、聖路加
国際病院生活安全委員会委員長、東京都江東区
歯科医師会代表、東京都助産師会江東地区分会
会長、江東区子ども家庭支援センター施設管理
者、民生・児童委員の代表者、NPO、等の外部
機関）

協議会全体を円滑に運営するための環
境整備

年1～2回

37
要保護児童対策地域協議会
全体実務者会議

養育支援課養育支
援係

50～70名
要保護児童対策地域協議会構成機関の実務者の
代表者

協議会が実質的にスムーズに機能して
いくための調整・検討

年1～2回

38
要保護児童対策地域協議会
保護課実務者会議

養育支援課養育支
援係

20～40名程度
保護第一課
保護第二課

江東区の児童虐待相談状況、マニュア
ルの確認、事例紹介等

年1～2回 〇

39
要保護児童対策地域協議会
教育実務者会議

養育支援課養育支
援係

20～40名程度
教育委員会指導室、教育支援課、地域教育課、
学務課　特別支援学校

江東区の児童虐待相談状況、マニュア
ルの確認、事例紹介等

年1～2回 〇

40
要保護児童対策地域協議会
保育園育実務者会議

養育支援課養育支
援係

20～40名程度 保育園
江東区の児童虐待相談状況、マニュア
ルの確認、事例紹介等

年1回 〇

41 こども食堂連絡会
こども家庭支援課
こども家庭係

区内のこども食堂
18団体（参加団体は開催日により変
動あり）

こども家庭支援課
清掃リサイクル課

こども食堂連絡会
フードドライブ食材配布

こども食堂連絡会
年2回（6・10月）
フードドライブ食材配布
年5回（6･8･10･12･2月）

42 庁内福祉連絡会議
福祉課地域福祉推
進担当

25名程度

人権推進課、男女共同参画推進センター、青少
年課、長寿応援課、地域ケア推進課、障害者支
援課、保護第一課、保護第二課、保健予防課、
こども家庭支援課、養育支援課、保育計画課、
保育課、学事課、指導室、教育支援課、地域教
育課

複合化かつ複雑化した福祉的課題に対
する支援を必要とする者及びその者が
属する世帯（以下「支援対象者」とい
う。）が抱える課題を把握し、関係機
関との連携等を行うことにより、課題
の解決を図る

必要時（不定期）
令和4年度1回

〇

3



２．支援を必要とする者に対する、社会福祉協議会における連携体制

№ 会議名 主催者 参加者数 参加者 主な議題 開催頻度 個人情報の共有

1 福祉団体助成審査会
社協
福祉サービス課
福祉サービス係

11名
社協理事3名、江東区福祉部長、社協事務局
長、社協福祉サービス課長以下２名、ボラン
ティア・地域貢献活動センター所長以下2名

福祉団体のへ運営費助成の審査 年1回（7月） 〇

2
共同募金
配分推薦委員会

社協
福祉サービス課
福祉サービス係

20名

町会自治会連合会長8名、民生・児童委員協議
会会長、民生・児童員協議会会長職務代理、福
祉団体代表者2名、女性団体代表者1名、江東区
副区長、福祉部長、こども未来部長、社協事務
局長、社協福祉サービス課長以下2名

共同募金および歳末たすけあい募金の
実績報告および東京都共同募金会への
配分推薦の決定

年1回（1月）

3 下町支え合い会議
社協
地域福祉推進課
地域支援係

30名

福祉課、長寿応援課、地域ケア推進課、社協福
祉サービス課、江東ボランティアセンター、シ
ルバー人材センター、長寿サポートセンターそ
の他関係機関

生活支援コーディネーターの活動、ご
近所ミニデイ、助け合い活動連絡会の
報告など

年1回（2月）

4 高齢者地域見守り連絡会
社協
地域福祉推進課
地域支援係

各回80名程度
町会・自治会、民生委員、老人クラブ、サポー
ト地域、長寿応援課、地域ケア推進課、警察
署、消防署、清掃事務所など

事業説明、講演会、関係機関からの情
報提供など

年8回（区内8圏域毎に1
回）

5 サポート地域連絡会
社協
地域福祉推進課
地域支援係

各回40名程度
サポート地域、長寿サポートセンター、長寿応
援課

その時々で地域課題をテーマに取り上
げ、講演、発表会、意見交換会など

年2回

6 ケース会議
社協
地域福祉推進課
地域支援係

10名
地域支援係、サテライト城東北部、サテライト
城東南部に属する地域福祉コーディネーター

区内4地域ごとの地域支援及び個別支援
の状況報告、支援の方針など

年12回（月1回） 〇
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